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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ポリ乳酸樹脂５～５０重量部、（Ｂ）芳香族ポリカーボネート樹脂５０～９５重
量部、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、（Ｃ）スチレン－ブタジエンブロッ
ク共重合体１～３０重量部、（Ｄ）メタクリル酸グリシジルユニットを有するスチレン系
樹脂あるいはアクリル系樹脂のいずれかひとつ、またはこれらの組み合わせからなる樹脂
０．１～１０重量部および（Ｅ）リン系難燃剤１～５０重量部を配合してなる難燃性ポリ
乳酸樹脂組成物。
【請求項２】
　（Ｃ）スチレン－ブタジエンブロック共重合体がラジアルブロック構造を有し、スチレ
ン含有量が６０～９０重量％であることを特徴とする請求項１に記載の難燃性ポリ乳酸樹
脂組成物。
【請求項３】
　（Ｆ）フッ素系樹脂を、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、０．０１～２重
量部配合してなる請求項１または２に記載の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物。
【請求項４】
　さらに（Ｇ）無機充填材を含有し、その含有量が（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に
対して、０．５～５０重量部であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の難
燃性ポリ乳酸樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリ乳酸樹脂を含む難燃性ポリ乳酸樹脂組成物に関する。この樹脂組成物か
らは、難燃性、耐熱性、耐衝撃性に優れた成形品が得られる。
【背景技術】
【０００２】
　植物由来原料からなる樹脂や、天然素材から得られる材料が、所謂「カーボンニュート
ラル」の観点から、二酸化炭素の排出量を低減できるとして注目されている。その代表的
な材料として、溶融成形可能なポリ乳酸樹脂が特に注目されている。しかし、ポリ乳酸樹
脂は、耐熱性や耐衝撃性が低く単独では実用的な成形品を得ることは困難であり、その改
良が望まれている。
【０００３】
　また、ポリ乳酸樹脂は、それ自体燃焼し易いため、電気・電子用途など、難燃性が必要
な部材には使用することができなかった。
【０００４】
　そこで、ポリ乳酸樹脂組成物の耐衝撃性、難燃性を改善するために、特許文献１には芳
香族ポリカーボネート樹脂を混合して用いる技術が提案されている。しかしながら、この
方法で得られた組成物は、ＵＬ９４の難燃性でＶ－０レベルが得られているものの、耐衝
撃性の改善が必要である。
【０００５】
　また、特許文献２は、ポリ乳酸樹脂に、難燃剤およびポリ乳酸以外の樹脂を含有してな
る樹脂組成物を開示する。この樹脂組成物においても、難燃性や耐衝撃性の改善効果が見
られるが、耐熱性向上に課題を残している。さらに、特許文献３にはポリ乳酸樹脂とポリ
カーボネート樹脂に相溶化剤が適用された樹脂組成物が開示されているが、依然として耐
衝撃性に課題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－８８２２６号公報
【特許文献２】特開２００４－１９００２６号公報
【特許文献３】特開２００７－５６２４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、難燃性、耐熱性、耐衝撃性に優れたポリ乳酸樹脂を含む難燃性ポリ乳酸樹脂
組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、ポリ乳酸樹脂、芳香族ポリカーボネート樹脂、スチレン－ブタジエンブ
ロック共重合体、メタクリル酸グリシジルユニットを有するスチレン系あるいはアクリル
系樹脂およびリン系難燃剤を配合することにより本課題を達成することが可能であること
を見出した。
【０００９】
　本発明は、（Ａ）ポリ乳酸樹脂５～５０重量部、（Ｂ）芳香族ポリカーボネート樹脂５
０～９５重量部、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、（Ｃ）スチレン－ブタジ
エンブロック共重合体１～３０重量部、（Ｄ）メタクリル酸グリシジルユニットを有する
スチレン系樹脂あるいはアクリル系樹脂のいずれかひとつ、またはこれらの組み合わせか
らなる樹脂０．１～１０重量部および（Ｅ）リン系難燃剤１～５０重量部を配合してなる
難燃性ポリ乳酸樹脂組成物である。
【００１０】
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　有利には、（Ａ）ポリ乳酸樹脂５～５０重量％、（Ｂ）芳香族ポリカーボネート樹脂５
０～９５重量％を含み、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、（Ｃ）スチレン－
ブタジエンブロック共重合体１～３０重量部、（Ｄ）メタクリル酸グリシジルユニットを
有するスチレン系樹脂あるいはアクリル系樹脂のいずれかひとつ、またはこれらの組み合
わせからなる樹脂０．１～１０重量部および（Ｅ）リン系難燃剤１～５０重量部を配合し
てなる難燃性ポリ乳酸樹脂組成物である。
【００１１】
　ここで、（Ｃ）スチレン－ブタジエンブロック共重合体がラジアルブロック構造を有し
、スチレン含有量が６０～９０重量％であること、（Ｆ）フッ素系樹脂を、（Ａ）と（Ｂ
）の合計１００重量部に対して、０．０１～２重量部配合してなること、または（Ｇ）無
機充填材を含有し、その含有量が（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、０．５～
５０重量部であることのいずれか１以上を満足すると好ましい難燃性ポリ乳酸樹脂組成物
を与える。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、難燃性、耐熱性、耐衝撃性に優れたポリ乳酸樹脂を含む難燃性ポリ乳
酸樹脂組成物を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物について詳しく説明する。本発明の難燃性ポ
リ乳酸樹脂組成物は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分、（Ｄ）成分および（Ｅ）成
分を必須成分として含む。ここで、（Ａ）成分はポリ乳酸樹脂、（Ｂ）成分は芳香族ポリ
カーボネート樹脂、（Ｃ）成分はスチレン－ブタジエンブロック共重合体、（Ｄ）成分は
メタクリル酸グリシジルユニットを有するスチレン系あるいはアクリル系樹脂、（Ｅ）成
分はリン系難燃剤である。そして、（Ａ）成分～（Ｅ）成分を、それぞれ（Ａ）、（Ｂ）
、（Ｃ）、（Ｄ）および（Ｅ）ともいう。
【００１４】
　本発明の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物は、（Ａ）～（Ｅ）成分を必須成分として含む。更
にその用途等によっては、必要により後記する（Ｆ）成分および（Ｇ）成分等のいずれか
１以上の任意成分を含むことが好ましい。以下、各成分について説明する。
【００１５】
　本発明に使用される（Ａ）成分のポリ乳酸樹脂とは、Ｌ－乳酸及び／又はＤ－乳酸を主
成分とする重合体又は共重合体である。本発明においては、該組成物の耐熱性や耐衝撃性
の観点からＬ－乳酸またはＤ－乳酸のいずれかの単位を９０％以上含むことが好ましく、
Ｌ－乳酸またはＤ－乳酸のいずれかの単位を９５％以上含むことが更に好ましい。
【００１６】
　ポリ乳酸樹脂の製造方法としては、公知の重合方法を用いることができる。乳酸から直
接脱水重縮合する方法、およびラクチドを介する開環重合法などを挙げることができる。
【００１７】
　ポリ乳酸樹脂の分子量については、実質的に成形加工が可能であれば特に制限されるも
のではないが、重量平均分子量Mwとしては、通常１万以上、好ましくは５万以上であり、
更に好ましくは１０万～５０万である。
【００１８】
　ポリ乳酸樹脂の、１９０℃－２．１６ｋｇにおけるメルトフローレート（ＡＳＴＭ　Ｄ
１２３８）は通常０．１～３０ｇ／１０分、好ましくは０．２～２０ｇ／１０分、最適に
は０．５～１０ｇ／１０分である。メルトフローレートが３０ｇ／１０分を超える場合は
、溶融粘度が低すぎて成形体の耐衝撃性や耐熱性が劣る場合がある。
【００１９】
　次に、（Ｂ）成分である芳香族ポリカーボネート樹脂について説明する。芳香族ポリカ
ーボネート樹脂は、特に限定されるものではなく、通常、分子量調節剤の存在下又は非存
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在下で、二価フェノールとホスゲン又は炭酸ジエチルを溶液法又は溶融法で反応させて製
造することが出来る。
【００２０】
　ここで、二価フェノールとしては、様々なものが挙げられるが、特に２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称：ビスフェノールＡ）が好ましい。ビスフェノー
ルＡ以外の二価フェノールとしては、ビスフェノールＡ以外のビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）アルカン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）エタン、４，４－ジヒドロキシジフェニル、ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）シクロアルカン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）オキシド、ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス（４
－ヒドロキシフェニル）ケトン等が挙げられる。この他、二価フェノールとしては、ハイ
ドロキノン等も挙げられる。これらの二価フェノールは単独で用いても、２種以上併用し
てもよい。
【００２１】
　ポリカーボネート樹脂の製造において分子量調節剤を使用する場合、使用する分子量調
節剤としては、通常、ポリカーボネートの重合に用いられるものでよく、各種のものを用
いることが出来る。具体的には、例えば、一価フェノールであるフェノール、ｐ－クレゾ
ール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－オクチルフェノール、ｐ－クミ
ルフェノール、ノニルフェノール等が挙げられる。
【００２２】
　また、前記したポリカーボネート樹脂の製造においては、更に分岐化剤（通常は多官能
性の芳香族化合物）を二価フェノールと併用してもよい。分岐化剤としては、トリメリッ
ト酸無水物、トリメリット酸、４－クロロホルミルフタル酸無水物、ピロメリット酸、フ
ロログルシン、没食子酸、没食子酸プロピル、メリト酸、トリメシン酸及びベンゾフェノ
ンテトラカルボン酸等が例示できる。そして、これら多官能性の芳香族化合物はカルボキ
シ、ヒドロキシ、カルボン酸無水物、ハロホルミル及びこれらの組合わせといったような
官能基を少なくとも３個有する。
【００２３】
　本発明において用いられる芳香族ポリカーボネート樹脂の分子量は、本発明の効果を損
なわない範囲であれば、何等制限されるものではない。機械的強度及び成形加工性の観点
から、そのポリスチレン換算重量平均分子量が５，０００～１００，０００のもの、好ま
しくは７，０００～７００００のもの、より好ましくは１０，０００～５０，０００のも
のを好適に用いることができる。また、分子量が異なる２種以上の芳香族ポリカーボネー
ト樹脂を組み合わせて使用しても良い。
【００２４】
　本発明における（Ａ）ポリ乳酸樹脂および（Ｂ）芳香族ポリカーボネート樹脂の配合量
は、（Ａ）／（Ｂ）（重量比）＝５～５０／９５～５０であることが好ましく、１５～５
０／８５～５０であることが更に好ましい。この配合量にすることにより、二酸化炭素排
出削減効果と前記したポリ乳酸樹脂の改質効果が得られる。
【００２５】
　次に、（Ｃ）成分として使用するスチレン－ブタジエンブロック共重合体について説明
する。スチレン－ブタジエンブロック共重合体としては、耐衝撃性を向上させるという観
点からは、ガラス転移温度が２０℃以下、好ましくは０℃以下の重合体セグメントを有す
るものが好ましい。このようなスチレン－ブタジエンブロック共重合体は、下記の式に示
すように、スチレンを主体とする重合体ブロックＡとブタジエンを主体とする重合体ブロ
ックＢから得られるものである。
【００２６】
　1) Ａ－Ｂ（ジブロック体）、
　2) Ａ－Ｂ－Ａ（トリブロック体）、
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　3) －[Ａ－Ｂ－]n－（マルチブロック体）、
　4) －（[Ａ－Ｂ－]n）m－Ｘ（ラジアルブロック体）
　なお、構造式中、Ａはスチレンを主体とする重合体ブロック、Ｂはブタジエンを主体と
する重合体ブロック、Ｘは多官能カップリング剤の中心原子、もしくは中心原子団、nは
連続単位の整数を示し、ｍはＸに結合するブロックの数を示す。
【００２７】
　スチレン－ブタジエンブロック共重合体は、アニオンリビング重合法等によって製造す
ることができる。製造条件は、1)ジブロック体、2)トリブロック体、3)マルチブロック体
、4)ラジアルブロック体のいずれの場合についても、従来公知の如何なる条件であっても
よい。このスチレン－ブタジエンブロック共重合体は、スチレン単位を６０～９０重量％
、好ましくは６５～８５重量％、より好ましくは７０～８０重量含むものである。スチレ
ン含有量が６０重量％未満であると耐熱性が悪化し、９０重量％を超えると耐衝撃性が悪
化するため好ましくない。
【００２８】
　スチレン－ブタジエンブロック共重合体の分子構造は、1)ジブロック体、2)トリブロッ
ク体、3)マルチブロック体、4)ラジアルブロック体、あるいはこれらの任意の組み合わせ
のいずれであってもよいが、耐衝撃性を発現させるためには、ブタジエン相が連続相を形
成することが必要であり、該組成物において、その構造を形成し易い4)ラジアルブロック
体であることが最も好ましい。
【００２９】
　また、上記の構造を有するスチレン－ブタジエンブロック共重合体のポリスチレン換算
数平均分子量は特に限定されないが、数平均分子量は５０００～１００００００、好まし
くは１万～５０万、更に好ましくは３万～３０万の範囲である。
【００３０】
　本発明における（Ｃ）成分のスチレン－ブタジエンブロック共重合体の配合量は、（Ａ
）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、１～３０重量部であり、好ましくは５～２０重
量部である。（Ｃ）成分が１重量部より少ないと十分な耐衝撃性改良効果は得られず、３
０重量部を超えると耐熱性が悪化するため好ましくない。
【００３１】
　次に、（Ｄ）成分について説明する。メタクリル酸グリシジルユニットを有するスチレ
ン系樹脂あるいはアクリル系樹脂とは、スチレン系樹脂、あるいはアクリル系樹脂とメタ
クリル酸グリシジルが共重合された高分子化合物である。（Ｄ）成分を配合することによ
り、該組成物の相溶性が改善する。
【００３２】
　前記のメタクリル酸グリシジルユニットを有するスチレン系樹脂とは、スチレン、メチ
ルスチレン、α－メチルスチレンなどのスチレン系モノマーの単独重合体、あるいはこれ
らと他の不飽和単量体とメタクリル酸グリシジルを共重合させた高分子化合物である。こ
こで他の不飽和単量体としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、イタコン酸、
アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸メチル、無水マレイン酸などの不飽
和有機酸またはその誘導体、あるいは酢酸ビニル、酪酸ビニルなどのビニルエステル、あ
るいはビニルトリメチルメトキシシラン、メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシ
ランなどのビニルシラン、あるいはジシクロペンタジエン、４－エチリデン－２－ノルボ
ルネンなどの非共役ジエンなどを用いることができ、共重合体の場合には、２種に限らず
、複数種からなるものであってもよい。
【００３３】
　前記のメタクリル酸グリシジルユニットを有するアクリル系樹脂とは、アクリル酸、メ
タクリル酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸メチルなどのアクリル
系モノマーの単独重合体、あるいはこれらと他の不飽和単量体とメタクリル酸グリシジル
を共重合させた高分子化合物である。ここで他の不飽和単量体としては、スチレン、メチ
ルスチレン、α－メチルスチレンなどのスチレン系モノマー、あるいは酢酸ビニル、酪酸
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ビニルなどのビニルエステル、あるいはビニルトリメチルメトキシシラン、メタクリロイ
ルオキシプロピルトリメトキシシランなどのビニルシラン、あるいはジシクロペンタジエ
ン、４－エチリデン－２－ノルボルネンなどの非共役ジエンなどを用いることができ、共
重合体の場合には、２種に限らず、複数種からなるものであってもよい。
【００３４】
　（Ｄ）成分のメタクリル酸グリシジルに由来するエポキシ当量は１００～４０００（ｇ
／ｅｑ）であることが好ましく、更に好ましくは１００～２０００（ｇ／ｅｑ）である。
１００（ｇ／ｅｑ）未満では該組成物の架橋密度が上がりすぎるため、脆性が悪化し、４
０００（ｇ／ｅｑ）を超えると十分な相溶性改良効果が得られないため好ましくない。
【００３５】
　（Ｄ）成分の配合量は、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、０．１～１０重
量部であり、好ましくは０．５～５重量部である。０．１重量部未満では相溶性は改善せ
ず、１０重量部を超えると脆性が悪化するため好ましくない。
【００３６】
　（Ｅ）成分として使用されるリン系難燃剤は、配合された樹脂が高温下に晒された時に
ポリリン酸化合物を生成して耐熱皮膜を形成し、また、固体酸による炭化促進機構で難燃
効果を示すと考えられている。こうしたリン系難燃剤としては、公知のものを制限なく使
用できるが、具体例としては、リン酸カルシウム、リン酸チタニウム等のようなリン酸塩
；トリブチルホスフェート、トリフェニルホスフェート等のようなリン酸エステル；ポリ
リン酸；ポリリン酸カルシウムのようなポリリン酸塩；ポリ（ジフェニルリン酸）のよう
なポリリン酸エステル；ビスフェノールＡビスジフェニルホスフェート、１，３－フェニ
レンビスジキシレニルホスフェート等のような縮合リン酸エステル；トリフェニルホスフ
ィンオキサイドのようなホスフィンオキサイド；フェニルホスフォランのようなホスフォ
ラン；ジフェニルホスホン酸のようなホスホン酸；ホスフィンスルフィドなどを挙げるこ
とができる。このうち、縮合リン酸エステルが難燃化効果が大きいために好適に使用でき
る。
【００３７】
　（Ｅ）成分の配合量は、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、１～５０重量部
、好ましくは３～３０重量部である。配合量が１重量部未満では、十分な難燃効果が得ら
れず、また５０重量部％よりも多い場合には、成形性及び機械的特性が悪化するので好ま
しくない。
【００３８】
　本発明の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物には、必要により（Ｆ）成分、（Ｇ）成分およびそ
の他の成分を配合することができる。
【００３９】
　（Ｆ）成分のフッ素樹脂は、樹脂燃焼時の溶融滴下防止効果を付与するものであり、樹
脂中にフィブリル状に微分散させることが好ましい。本発明で用いる好ましいフッ素樹脂
は、平均分子量が１０，０００以上の高分子量のものであり、－３０℃以上、好ましくは
１００℃以上のガラス転移温度、６５～７６重量％、好ましくは７０～７６重量％のフッ
素含有量、０．０５～１０μｍ、好ましくは０．１～５μｍの平均粒径及び１．２～２．
３ｇ／ｃｍ3の密度を有するものである。
【００４０】
　（Ｆ）成分の具体例としては、ポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、
テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン共重合体及びテトラフルオロエチレ
ン／エチレン共重合体等およびこれらを水に分散させたディスパージョンがあり、これら
をそれぞれ単独又は複数併用して使用してもよい。
【００４１】
　（Ｆ）成分の配合量は、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、０．０１～２重
量部が好ましく、好ましくは０．０２～１．５重量部、更に好ましくは０．０３～１．０
重量部である。０．０１重量部未満では難燃性改良効果が見られず、２重量部を超えると



(7) JP 5221587 B2 2013.6.26

10

20

30

40

50

逆に難燃性や機械的特性が悪化する。
【００４２】
　（Ｇ）成分の無機充填材は、一般的に知られている各種フィラーを使用することができ
るが、該組成物の耐熱性や耐衝撃性向上のためには繊維状、フレーク状のものが好ましく
、また、二酸化炭素の排出量を低減の観点から、天然鉱物の粉砕物からなる無機充填材で
あることが更に好ましい。
【００４３】
　（Ｇ）成分の具体例としては、ワラストナイト、カオリンクレー、マイカ、タルクなど
を挙げることができ、特にワラストナイト、マイカ、タルクが好ましい。（Ｇ）成分の配
合量は、（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して、０．５～５０質量部であることが
好ましく、好ましくは０．５～３０重量部、更に好ましくは０．５～１０重量部である。
０．５重量部未満では添加効果は見られず、５０重量部を超えると機械的特性が悪化する
ため好ましくない。
【００４４】
　本発明の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物の各成分の存在割合は、（Ａ）成分／（Ｂ）成分＝
５～５０／５０～９５（重量部）、好ましくは（Ａ）成分／（Ｂ）成分＝１５～５０／５
０～８５（重量部）である。有利には、樹脂組成物中に（Ａ）成分５～５０重量％、（Ｂ
）成分５０～９５重量％、好ましくは（Ａ）成分１５～５０重量％、（Ｂ）成分５０～８
５重量％存在させる。そして、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００重量部に対して、（
Ｃ）成分は１～３０重量部、好ましくは５～２０重量部、（Ｄ）成分は０．１～１０重量
部、好ましくは０．５～５重量部、（Ｅ）成分は１～５０重量部、好ましくは３～３０重
量部、（Ｆ）は成分０．０１～２重量部、好ましくは０．０３～１．０重量部、（Ｇ）成
分は０．５～５０重量部、好ましくは０．５～１０重量部である。そして、（Ｇ）成分を
除いた状態での各成分の含有量は次の範囲が好ましい。（Ａ）成分１０～４０重量％、（
Ｂ）成分４０～８０重量％、（Ｃ）成分は５～２０重量％、（Ｄ）成分０．５～５重量％
、（Ｅ）成分３～３０重量％である。（Ｆ）成分を存在させる場合は、０．０３～１．０
重量％である。
【００４５】
　本発明の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物は、その用途に応じて所望の性能を付与させる目的
で本来の性質を損なわない範囲の量の添加剤を配合して用いることができる。添加剤とし
ては、外部滑剤、酸化防止剤、熱安定剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、可塑剤
、顔料、染料、着色剤等が挙げられる。
【００４６】
　本発明の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物は、前記の各成分（Ａ）～（Ｅ）成分、必要に応じ
て用いられる（Ｆ）～（Ｇ）成分を前記割合で、更に必要に応じて用いられる各種任意添
加成分を適当な割合で配合し、溶融混練することにより得られる。この時の配合及び溶融
混練は、通常用いられている機器、例えばリボンブレンダー、ヘンシェルミキサー、バン
バリーミキサー、ドラムタンブラー、単軸スクリュー押出機、二軸スクリュー押出機、コ
ニーダ、多軸スクリュー押出機、等を用いる方法で行うことができる。溶融混練の際の加
熱温度は、通常２４０～３００℃の範囲で適宜選択される。
【実施例】
【００４７】
　次に実施例により本発明を説明するが、本発明はこれらにより制限されるものではない
。各例において、使用した材料を以下に示す。
（Ａ）ポリ乳酸樹脂：ＲＥＶＯＤＥ １０１－Ｂ（商品名、Mw １５万、海正生物材料股分
有限公司製）
（Ｂ）芳香族ポリカーボネート樹脂：Ａ－１９００（商品名、Mw ３．２万、出光石油化
学工業（株）社製）
（Ｃ）スチレン－ブタジエンブロック共重合体
Ｃ－１：ＫＫ－３８（商品名、ラジアルブロック構造、ブタジエン含有量３０％、シェブ
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Ｃ－２：ＫＲ－０５Ｅ（商品名、ラジアルブロック構造、ブタジエン含有量２５％、シェ
ブロン・フィリップス社製）
Ｃ－３：アサフレックス８３０（商品名、トリブロック構造、ブタジエン含有量３０％、
旭化成ケミカルズ（株）社製）
（Ｄ）メタクリル酸グリシジルユニットを有するスチレン系樹脂あるいはアクリル系樹脂
Ｄ－１：マープルーフＧ－０２５０Ｓ（商品名、スチレン系樹脂、Mw ２万、エポキシ当
量３１０ (ｇ／ｅｑ)、日油（株）製）
Ｄ－２：マープルーフＧ－０１１００（商品名、アクリル系樹脂、Mw １．２万、エポキ
シ当量１７０(ｇ／ｅｑ)、日油（株）製）
Ｄ－３：マープルーフＧ－０２０５０Ｍ（商品名、アクリル系樹脂、Mw ２０万、エポキ
シ当量３４０(ｇ／ｅｑ)、日油（株）製）
（Ｅ）リン系難燃剤：ＣＲ－７４１（商品名、縮合リン酸エステル、大八化学工業（株）
製）
（Ｆ）フッ素系樹脂：３１－ＪＲ（商品名、テトラフルオロエチレン含有ディスパージョ
ン、三井・デュポンフロロケミカル（株）製）
（Ｇ）無機充填材：ＴＰ－Ａ２５（商品名、タルク、平均粒径４．９μｍ、富士タルク工
業（株）製）
【００４８】
　また、以下の実施例及び比較例の難燃性ポリ乳酸樹脂組成物の評価は下記の要領で行っ
た。
（１）耐衝撃性：耐衝撃性評価として、ＡＳＴＭ Ｄ２５６に準拠し、厚みが６．４ｍｍ
試験片でノッチ付きアイゾット衝撃強度（ＫＪ／ｍ2）を尺度とし、評価を行った。
【００４９】
（２）耐熱性：耐熱性の評価として、ＡＳＴＭ Ｄ２５６に準拠し、１．８２ＭＰａの荷
重下における荷重撓み温度（DTUL)を測定し、評価を行った。
【００５０】
（３）難燃性：難燃性の評価尺度として、米国UL規格のＵＬ９４垂直燃焼試験に準拠し、
１．５ｍｍの厚みの試験片を用いて評価を行った。難燃性能の高い順に、５Ｖ、Ｖ－０、
Ｖ－１およびＶ－２にランクされ、どのランクにも該当しないものについてはＮＧと表示
した。
【００５１】
実施例１～１３及び比較例１～４
　上述した原材料を表１～４に示した組成割合（単位は重量部）でブレンドし、２軸押出
機（シリンダー温度が２６０℃、回転数２００ｒｐｍ）で混練造粒した後、射出成形機（
シリンダー温度２３０℃、金型温度５０℃）を用いて各種物性測定用試験片を得た。得ら
れた試験片を用いて、各種評価を行った結果を表１～４に示す。
【００５２】
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【表１】

【００５３】
【表２】

【００５４】
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【表３】

【００５５】
【表４】

【００５６】
　表１～４から明らかなように、必須成分を含む実施例１～１３では、一部のみを含む比
較例１～４と比較して、耐熱性（荷重撓み温度）、耐衝撃性（アイゾット衝撃強度）、難
燃性が大幅に向上することが確認された。
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